
平成 14年 2月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 4月 18日

上   場   会   社   名       株式会社　東武ストア 上場取引所　東証市場第１部

コード番号       8274 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役 東京都

　　　　  氏   　   名　　　　　　　　　　　　　　東　文明 TEL (03) 5922 - 5242
決算取締役会開催日　　平成 14年 4月 18日 中間配当制度の有無　　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 5月 23日 単元株制度採用の有無　　有（１単元 1,000株)

１. 14年 2月期の業績（平成 13年 3月 1日 ～ 平成 14年 2月 28日）
(1)経営成績 (単位:百万円未満切捨)

営業収益 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 2月期 88,581 △ 5.2 176 114.4 44 －

13年 2月期 93,475 △ 8.9 82 △ 85.2 △ 76 －

  当 期 純 利 益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総資本
経常利益率

営業収益
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年 2月期 △ 4,759 － △92   77 － △ 18.7 0.1 0.0

13年 2月期 △ 1,448 － △28   24 － △ 4.5 △ 0.1 △ 0.1

(注)　1.期中平均株式数 14年 2月期    51,297,679 株          13年 2月期    51,301,442 株 

    　2.会計処理の方法の変更　　　無

    　3.営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年 2月期 　　　　０　０ 　　　０　０ 　　　０　０ － － －

13年 2月期 　　　　０　０ 　　　０　０ 　　　０　０ － － －

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 2月期 48,113 19,507 40.5 380   36

13年 2月期 56,848 31,503 55.4 614   07

（注） 1.期末発行済株式数　14年 2月期  51,287,964株　　　13年 2月期  51,301,442株

　　　 2.期末自己株式数　　14年 2月期      13,478株　　　13年 2月期         453株

２. 15年 2月期の業績予想（ 平成 14年 3月 1日  ～  平成 15年 2月 28日 ）
営業収益 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 44,000 △ 100 △ 340 　　０　０ － －

通　　期 87,000 230 △ 930 － 　　　０　０ 　　０　０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 　　△ 18円 12銭



貸 借 対 照 表
平 成 １ ４ 年 ２ 月 ２ ８ 日 現 在

前 期（Ａ） 当 期（Ｂ）
科 目 増 減 金 額

金 額 構成比 金 額 構成比 （Ｂ－Ａ）

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金 ２，６９３ ３，３９７ ７０４

売 掛 金 ２１２ ２２７ １５
有 価 証 券 ２，５３２ ５ △ ２，５２７

商 品 ３，２３６ ３，１１０ △ １２６
貯 蔵 品 ３４ ３６ ２

前 払 費 用 ３２７ ３５１ ２４

短 期 貸 付 金 ３０ △ ３０
未 収 入 金 ４４２ ３９４ △ ４８

一年以内に償還される
差 入 保 証 金 ９２５ ８０３ △ １２２

そ の 他 １２ １４ ２

流 動 資 産 合 計 １０，４４８ 18.4 ８，３４１ 17.3 △ ２，１０７

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 １３，２５３ １３，０６０ △ １９３
構 築 物 ６５０ ６２５ △ ２５

機械装置及び運搬具 ２５ ２５
器 具 備 品 ５６１ ６１９ ５８

土 地 １１，４１９ ４，１８６ △ ７，２３３
建 設 仮 勘 定 ７０ △ ７０

有形固定資産合計 ２５，９５５ 45.7 １８，５１７ 38.5 △ ７，４３８

無 形 固 定 資 産

借 地 権 ４，４４４ ４，４４４

ソ フ ト ウ エ ア ６０ ５４ △ ６
電 話 加 入 権 ５１ ５１

無形固定資産合計 ４，５５６ 8.0 ４，５５１ 9.5 △ ５

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 １７ ６４０ ６２３
関 係 会 社 株 式 １４５ １，７９０ １，６４５

関係会社長期貸付金 ２，５８３ ９８３ △ １，６００
差 入 保 証 金 ８，９７９ ９，０４２ ６３

差 入 敷 金 ３，９２３ ４，００９ ８６

そ の 他 ３０１ ３００ △ １
貸 倒 引 当 金 △ ６３ △ ６３

投資その他の資産合計 １５，８８７ 27.9 １６，７０３ 34.7 ８１６

固 定 資 産 合 計 ４６，４００ 81.6 ３９，７７１ 82.7 △ ６，６２９

資 産 合 計 ５６，８４８ 100.0 ４８，１１３ 100.0 △ ８，７３５



前 期（Ａ） 当 期（Ｂ）

科 目 増 減 金 額
金 額 構成比 金 額 構成比 （Ｂ－Ａ）

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流 動 負 債
買 掛 金 ３，０９２ ３，０５０ △ ４２

短 期 借 入 金 ７，５５０ ７，５５０

一 年 以 内 に 返 済 す る
長 期 借 入 金 １，２２９ ２，３１２ １，０８３

未 払 金 １３７ １５３ １６
未 払 法 人 住 民 税 ８８ ８９ １

未 払 事 業 所 税 ４３ ４５ ２
未 払 消 費 税 ２６５ １５７ △ １０８

未 払 費 用 ６１６ ６０２ △ １４
預 り 金 ３８５ ２９３ △ ９２

前 受 収 益 ３２ ２４ △ ８
賞 与 引 当 金 １５０ １１０ △ ４０

そ の 他 ３ ３

流 動 負 債 合 計 １３，５９２ 23.9 １４，３９２ 29.9 ８００

固 定 負 債

長 期 借 入 金 １１，４８８ １０，３２６ △ １，１６２
長 期 未 払 金 ９０ ２１ △ ６９

長 期 預 り 保 証 金 １３８ １３１ △ ７
長 期 預 り 敷 金 ３６ ８４ ４８

退 職 給 付 引 当 金 ３，６５０ ３，６５０

固 定 負 債 合 計 １１，７５３ 20.7 １４，２１３ 29.6 ２，４６０

負 債 合 計 ２５，３４５ 44.6 ２８，６０５ 59.5 ３，２６０

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １２，１４５ 21.4 １２，１４５ 25.2

資 本 準 備 金 １６，８１２ 29.6 １６，８１２ 34.9

利 益 準 備 金 ９３６ 1.6 ９３６ 1.9

再 評 価 差 額 金 △７，２３３ △15.0 △ ７，２３３

その他の剰余金（△欠損金）

任 意 積 立 金 ２，４１０ １，１１０ △ １，３００
当 期 未 処 理 損 失 ８００ ４，２５９ ３，４５９

（ う ち 当 期 純 損 失 ） （ １，４４８） （ ４，７５９） （ ３，３１１）

その他の剰余金合計 １，６０９ 2.8 △３，１４９ △ 6.5 △ ４，７５８
（△欠損金合計）

自 己 株 式 △ ２ △ 0.0 △ ２

資 本 合 計 ３１，５０３ 55.4 １９，５０７ 40.5 △１１，９９６

負 債 及 び 資 本 合 計 ５６，８４８ 100.0 ４８，１１３ 100.0 △ ８，７３５



損 益 計 算 書
自平成13年３月１日 至平成14年２月28日

前 期（Ａ） 当 期（Ｂ） 対 前

科 目 増 減 金 額

金 額 百分比 金 額 百分比 （Ｂ－Ａ） 期 比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

売 上 高 ９２，８７６ 100.0 ８７，７４９ 100.0 △ ５，１２７ △ 5.5

売 上 原 価 ７１，６０４ 77.1 ６７，０６８ 76.4 △ ４，５３６ △ 6.3

売 上 総 利 益 ２１，２７１ 22.9 ２０，６８１ 23.6 △ ５９０ △ 2.8

管 理 収 入 等 ５９９ 0.6 ８３１ 0.9 ２３２ 38.6

営 業 総 利 益 ２１，８７１ 23.5 ２１，５１３ 24.5 △ ３５８ △ 1.6

販売費及び一般管理費 ２１，７８８ 23.5 ２１，３３６ 24.3 △ ４５２ △ 2.1

営 業 利 益 ８２ 0.1 １７６ 0.2 ９４ 114.4

営 業 外 収 益 ３５３ 0.4 ３２９ 0.4 △ ２４ △ 6.5

営 業 外 費 用 ５１２ 0.6 ４６２ 0.5 △ ５０ △ 9.7

経 常 利 益 △ ７６ △ 0.1 ４４ 0.1 １２０
（△経常損失）

特 別 利 益 ３５ 0.0 ６５ 0.1 ３０ 87.6

特 別 損 失 １，３１８ 1.4 ４，７７９ 5.5 ３，４６１ 262.5

税 引 前 当 期 純 損 失 １，３６０ 1.5 ４，６６９ 5.3 ３，３０９

法 人 住 民 税 ８８ 0.1 ８９ 0.1 １ 0.7

当 期 純 損 失 １，４４８ 1.6 ４，７５９ 5.4 ３，３１１

前 期 繰 越 利 益 ６４８ ４９９ △ １４９

当 期 未 処 理 損 失 ８００ ４，２５９ ３，４５９



損 失 処 理 案

科 目 前 期（Ａ） 当 期（Ｂ） 増 減 金 額

（ Ｂ － Ａ ）

百万円 百万円 百万円

当 期 未 処 理 損 失 ８００ ４，２５９ ３，４５９

別 途 積 立 金 取 崩 額 １，３００ １，１１０ △ １９０

利 益 準 備 金 取 崩 額 ９３６ ９３６

資 本 準 備 金 取 崩 額 ２，２１３ ２，２１３

合 計 ４９９ △ ４９９

次 期 繰 越 利 益 ４９９ △ ４９９



重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産 商 品 主に売価還元法による原価法

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法
有 価 証 券 満期保有目的債券 償却原価法

子 会 社 株 式 移動平均法による原価法
その他有価証券 移動平均法による原価法

デリバティブ 時 価 法

２．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定額法

取得価格が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却してお
ります。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。
建物 ８～39年 構築物 ８～20年 機械装置及び運搬具 ５～14年
器具備品 ３～15年

無形固定資産 定額法
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備え、回収不能見込額を計上しております。

一般債権については、貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権に
ついては、財務内容評価法によっております。

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に備え、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備え、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき当期末において発生していると認められる額を計上しております。
会計基準変更時差異(3,385百万円）については、当期において特別損失として
一括処理しております。
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理
することとしております。

４．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法
当社は、将来の支払利息に係る金利変動リスクをヘッジすることを目的に金利スワップ取引を行っ
ております。ヘッジ会計の適用対象となる金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たす
ものにつき、特例処理を採用しております。

６．消費税及び地方消費税の会計処理
税抜方式によっております。

追 加 情 報

１．退職給付会計
当会計期間から退職給付会計に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成10年６月16日))を適用しております。この結果、従来の方法によった場合
と比較して、退職給付費用が 3,650百万円増加し、経常利益は 264百万円減少、税引前純損失は、
3,650百万円増加しております。

２．金融商品会計
当会計期間から金融商品会計に係る会計基準（「金融商品会計に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会 平成11年１月22日))を適用し、有価証券の評価方法、貸倒引当金の計上
基準、デリバティブ取引の評価方法、ゴルフ会員権等の評価方法について変更しております。この
結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は 4百万円減少、税引前純損失は 1,208百万
円増加しております。



また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、満期保有目的の債券に含まれて
いる債券のうち一年以内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それ以外は投資有価
証券として表示しております。
その結果、流動資産の有価証券は 1,809百万円減少し、投資有価証券は 1,809百万円増加してお
おります。
なお、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。平成12年大
蔵省令第８号附則第４項によるその他有価証券に係る貸借対照表計上額等は次のとおりです。

貸借対照表計上額 608百万円
時 価 618百万円
評価差額金相当額 10百万円

３．自己株式
前期まで流動資産の有価証券に含めて掲載しておりました「自己株式」は、財務諸表等規則の改
正により当期より資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。

注 記 事 項

（貸借対照表関係）
（当 期 末） （前 期 末）

１．有形固定資産の減価償却累計額 18,238百万円 17,275百万円

２．担保に供している資産
有 価 証 券 百万円 10百万円
一年以内に償還される差入保証金 785百万円 842百万円
投 資 有 価 証 券 10百万円 百万円
差 入 保 証 金 8,971百万円 8,889百万円

３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を
改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額につ
いては「再評価差額金」として資本の部に計上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第 119号）第２項第４項に定める
路線価及び路線価のない土地は第２条３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行価格補正
等の合理的な調整を行って算出しております。
再評価を行った年月日 平成14年２月28日
再評価前の帳簿価額 11,419百万円
再評価後の帳簿価額 4,186百万円

（損益計算書関係）
（当 期） （前 期）

１．減価償却実施額
有 形 固 定 資 産 1,258百万円 1,232百万円
無 形 固 定 資 産 20百万円 18百万円
計 1,279百万円 1,251百万円

２．営業外収益の主な内訳
受 取 利 息 100百万円 121百万円
受 取 手 数 料 92百万円 86百万円

３．営業外費用の主な内訳
支 払 利 息 397百万円 452百万円

４．特別利益の主な内訳
投資有価証券売却益 37百万円 7百万円
店舗解約補填金 28百万円 百万円
移 備 補 償 金 百万円 27百万円

５．特別損失の主な内訳
退職給付会計基準変更時差異 3,385百万円 百万円
投資有価証券評価損 1,180百万円 百万円
早期割増退職金 百万円 528百万円
有価証券評価損 百万円 471百万円



（リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当 期 末 前 期 末

取得価額 減価償却累 期末残高 取得価額 減価償却累 期末残高

相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額

有形固定資産 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

器 具 備 品 2,056 1,172 883 1,828 1,025 802

無形固定資産

ソフトウエア 707 540 166 614 513 100

合 計 2,763 1,712 1,050 2,443 1,539 903

※取得価額相当額は、未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等に占める割合
が低い為、支払利子込み法により算定しております。

（２）未経過リース料期末残高相当額

（当 期 末） （前 期 末）
一 年 以 内 426百万円 334百万円

一 年 超 623 568

合 計 1,050 903

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

（当 期 末） （前 期 末）

支 払 リ ー ス 料 460百万円 435百万円

減価償却費相当額 460 435

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
未経過リース料

（当 期 末） （前 期 末）

一 年 以 内 1百万円 1百万円

一 年 超 1 2
合 計 2 4



（有価証券関係）

（当会計期間）（平成14年２月28日現在）

当会計期間に係る「有価証券」及び前会計期間に係る「有価証券の時価」については、

連結財務諸表における注記事項として記載します。

なお、子会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰 延 税 金 資 産

貸倒引当金繰入限度額 26百万円

賞与引当金繰入限度額 23百万円

退職給付引当金繰入限度額 1,525百万円

投資有価証券評価損否認額 1,090百万円

土 地 再 評 価 差 額 金 3,023百万円

未 払 事 業 所 税 否 認 額 19百万円

繰 越 欠 損 金 1,768百万円

そ の 他 24百万円

繰延税金資産小計 7,501百万円

評 価 性 引 当 額 △ 7,501百万円

繰延税金資産合計 百万円

（重要な後発事象）

株式会社東武警備サービスとの合併

当社は、 100％出資子会社である株式会社東武警備サービスを、平成14年２月28日

付で締結した合併契約に基づき、平成14年４月５日付で同社を吸収合併いたしました。

なお、この合併は商法第 413条ノ３に規定する簡易合併の手続きによっております。

合併の概要は次のとおりです。

（１）合併の目的

当社グループの総合力強化を目的とした再編の一環として行ったものです。

（２）合併の方法

当社を存続会社、株式会社東武警備サービスを消滅会社とする吸収合併とし、

合併による新株の発行及び資本金の増加は行っておりません。

（３）合併の期日

平成14年４月５日

（４）会社財産の引継ぎ

当社は、合併期日の平成14年４月５日をもって、株式会社東武警備サービス

からその資産、負債及び権利義務の一切を引き継いでおります。

当社が、引き継いだ資産及び負債の状況は次のとおりです。 （単位：百万円）

（資産の部） （負債の部）

流動資産 １９ 流動負債 ２６

固定資産 １，４９１ 固定負債 １，４３４

有形固定資産 １，４８４

投資その他の資産 ６ 負債合計 １，４６１

資産合計 １，５１０ 差引正味財産 ４８

なお、株式会社東武警備サービスが、平成13年12月の同社決算期に実施した

土地再評価法に基づく再評価差額金△ 1,544百万円につきましても承継いたし

ております。



営 業 収 益 明 細 表

前 期（Ａ） 当 期（Ｂ）

項 目 増 減 金 額 対前期比

金 額 構成比 金 額 構成比 （Ｂ－Ａ）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

加 工 食 品 28,999 31.0 28,574 32.3 △ 425 △ 1.5

売 生 鮮 食 品 28,944 31.0 28,602 32.3 △ 342 △ 1.2

衣 料 品 8,316 8.9 7,463 8.4 △ 853 △ 10.3

上 生 活 用 品 6,335 6.8 5,583 6.3 △ 752 △ 11.9

商 事 1,137 1.2 1,020 1.2 △ 117 △ 10.3

高 専 門 店 19,143 20.5 16,505 18.6 △ 2,638 △ 13.8

合 計 92,876 99.4 87,749 99.1 △ 5,127 △ 5.5

管 理 収 入 等 599 0.6 831 0.9 232 38.6

営 業 収 益 計 93,475 100.0 88,581 100.0 △ 4,894 △ 5.2



役 員 の 異 動
（平成１４年５月２３日付）

１．代表者の異動

該当事項はありません。

２．その他役員の異動

新任取締役候補

取 締 役 高 倉 衛（現 スーパーサンシ株式会社

取締役会長）

新任監査役候補

社外監査役（非常勤） 保 坂 直 之（現 東武鉄道株式会社常務取締役）

退任予定監査役

社外監査役（非常勤） 西 山 好 雄

以 上


